
 
神戸市路線バス運行改善維持支援事業補助金交付要綱 

 

令和３年４月１日  都市局長決定 

令和４年 2 月１４日     改正 

令和４年５月２３日     改正 

 

（目的） 

第 1 条 この要綱は，地域の実情に応じた持続可能な交通の確保に向けて，地域住民，運行事業者及

び市がそれぞれの役割分担のもと，相互に連携協力しながら取り組む路線バスの運行改善維持

にかかる経費について，地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号），地方自治法施行令（昭和 22 年

政令第 16 号），神戸市補助金等の交付に関する規則（平成 27 年３月神戸市規則第 38 号。以下

「補助金規則」という。）に定めがあるもののほか，当該補助金の交付等に関して必要な事項を

定める。 

 

（対象事業） 

第 2 条 補助対象事業は，次の各号のすべてに該当する運行事業の導入に伴い必要となる事業で，別

表 1に掲げる事業とする。 

(1) 地域の実情に応じた運行として，市が認定した運行事業であること。 

(2) 地域を代表する組織として市が認定した地域組織（以下，「認定地域組織」という。）と路線

バスの運行事業者（以下，「運行事業者」という。）が，協働して実施する路線バスの維持改

善を図る運行事業であること。 

 

（事業計画の策定） 

第 3 条 補助対象者は，事業の実施に先立ち，路線バス運行改善維持事業計画（様式第 1 号）を策定

するものとする。 

 

（事業の認定） 

第 4 条 補助対象者は，路線バス運行改善維持事業認定申請書（様式第 2 号）に路線バス運行改善維

持事業計画を添えて市長に提出するものとする。 

2 市長は，前項の規定により提出された路線バス運行改善維持事業認定申請書を審査の上，この

内容が適当であると認めた場合，事業の認定を行い，補助対象者にその旨を路線バス運行改善

事業認定（不認定）通知書（様式第 3 号）により通知する。 

 

（事業計画の変更等） 

第 5 条 前条の規定による認定を受けた補助対象者は，路線バス運行改善維持事業計画において定め

た事項を変更し，又は廃止しようとするときは，事前に市と十分な協議，調整を行わなければ

ならない。 

 

（事前の協議等） 

第 6 条  補助対象者は，支援等を受けようとするときは，市と十分な協議，調整を行わなければなら



 
ない。 

（補助条件） 

第 7 条 補助対象者，対象経費及び補助金の額等の補助条件は，別表 1 に掲げる事業についてそれぞ

れ別表 2に定める補助条件によることとする。 

 

（交付申請） 

第 8 条 補助対象者は，補助金規則第 5 条第 1 項に基づき補助金の交付を申請するときは，次に掲げ

る書類を，市長に提出しなければならない。 

(1) 補助金交付申請書（様式第 4 号） 

(2) 別表 2 に定める必要書類 

 

（交付の決定） 

第 9 条 市長は，補助金規則第 6 条による補助金の交付決定を行うときは，補助金交付決定通知書（様

式第 5 号）により，速やかに補助対象者に通知するものとする。 

2 市長は，補助金規則第 6 条第 3 項による補助金額の交付が不適当である旨の通知を行うとき

は，補助金不交付決定通知書（様式第 6 号）をもって速やかに補助対象者に通知するものとす

る。 

 

（補助事業の変更等） 

第 10 条 補助対象者は，補助金規則第 7 条第 1 項第 1 号に掲げる承認を受けようとするときは補助

金交付決定内容変更承認申請書（様式第 7 号）を，同第 2 号に掲げる承認を受けようとすると

きは補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第 8 号）を，市長に提出しなければならない。 

2 市長は，前項の申請があったときは，当該申請に係る書類の内容を審査し，承認することが適

当であると認めたときは，その旨を補助金交付決定変更通知書（様式第 9 号）又は補助事業中

止（廃止）承認通知書（様式第 10 号）により，補助対象者に通知するものとする。 

 

（実績報告書の提出） 

第 11 条 補助対象者は，補助金規則第 15 条に基づき補助事業の実績を報告しようとするときは，次

に掲げる書類を当該補助事業の完了後，当該補助事業完了の日（廃止の承認を受けたときは，

次に掲げる書類をその承認を受けた日）から起算して 15 日を経過した日又は補助金の交付の決

定をした会計年度の 3 月 31 日のいずれか早い日までに，市長まで提出しなければならない。 

（1）補助事業実績報告書（様式第 11 号） 

    （2）事業の実施状況がわかる書類（対象経費の支出額がわかるもの等） 

  

（交付額の確定） 

第 12 条 市長は，補助金規則第 16 条による補助金の交付額の確定を行ったときは，補助金額確定通

知書（様式第 12 号）により，速やかに補助対象者に通知するものとする。 

 

 

 



 
 

（補助金の請求） 

第 13 条 補助対象者は，補助金の交付を受けようとするときは，補助金請求書（様式第 13 号）を市

長の定める期日までに市長に提出しなければならない。 

2  前項の請求があったときは，市長は速やかに補助金を補助対象者に支払うものとする。た

だし，市長が必要と認める場合は，補助金の交付の決定額以内の額の補助金を補助対象

者からの補助金概算払請求書（様式第 13 号）による請求により概算交付することができ

る。 

 

（交付決定の取消し） 

第 14 条 市長は，補助金規則第 19 条による補助金の交付決定の全部又は一部を取り消したときは，

速やかに，その旨を補助金交付決定取消通知書（様式第 14 号）により通知するものとする。 

   2  市長は，前項の規定により補助金等の交付を取り消した場合において，既に補助金等を交付

しているときは，期限を定めて補助金を返還させるものとする。 

 

（その他） 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付について必要な事項は，都市局長が別に定め

る。 

 

附 則  

 (施行期日) 

1 この要綱は，令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則 （令和 3年 4月 1日改正） 

この要綱は，令和 3年 4月 1日から施行する。 

 附 則  （令和 4年 2月 14 日改正） 

この要綱は,令和 4年 2月 14 日から施行し,令和 3年 4月 1日から遡及して適用する。 

 附 則  （令和 4年 5月 23 日改正） 

この要綱は，令和 4年 5月 23 日から施行する。 

 

  



 
別表 1（第 2 条関係） 

番号 対象事業 

１ 路線バス運行改善維持支援事業 

２ 地域組織活動支援事業 

 

  



 
別表 2（第 7 条関係） 

番号 対象事業名 １ 路線バス運行改善維持支援事業 

補
助
条
件 

補助対象者 運行事業者 

補助金の額 

及び対象経費 

補助金の額は，予算の範囲内で，次に掲げる経費に相当する額と補

助限度額のいずれか少ない額とする。 

 

【立ち上げ支援】 

(1) バス停留所標識本体及び設置工事に要する経費（ただし，道

路占用料は除く） 

(2) 車体表示及び車両サイン，音声合成作成にかかる経費 

(3) 運輸局申請に要する諸経費 

(4) その他市長が特に必要と認める経費 

※(1)の補助対象バス停留所箇所数は、次の式で算出されるもの

を上限とする。 

補助対象バス停留所箇所数≦路線延長(m)÷600(m)×2―既存

のバス停留所箇所数 

 

【復旧支援（路線バス運行改善維持事業で整備した内容が，試験運

行後，不要となった場合）】 

(1) 停留所の撤去、道路復旧に要する経費 

(2) 車体表示及び車両サイン、音声合成作成にかかる経費 

(3) 運輸局申請に要する諸経費 

(4) その他市長が特に必要と認める経費 

補助限度額 【立ち上げ支援】 

・対象経費(1)のバス停留所１箇所あたりの補助限度額は，150 千

円とする。 

・対象経費(2)から(4)の補助限度額は，合わせて 250 千円とする。 

【復旧支援】 

・対象経費(1)のバス停留所１箇所あたりの補助限度額は，60千円

とする。 

・対象経費(2)から(4)の補助限度額は，合わせて 250 千円とする。 

その他の条件 （1）路線バス運行改善維持事業の実施に伴い必要となる事業であ

ること。 

（2）補助対象者は，補助金により取得した財産（以下「取得財産」   

という。）について，善良な管理者の注意をもって管理しなけ

ればならない。 

必要書類 (1) 路線バス運行改善維持事業計画書 

(2) その他市長が特に必要と認めるもの 

 

  



 
別表 2（第 7条関係） 

番号 対象事業名 ２ 地域組織活動支援事業 

補
助
条
件 

補助対象者 認定地域組織 

補助金の額 

及び対象経費 

補助金の額は，予算の範囲内で，地域組織の運営及び路線バスの利

用促進を実施するにあたって要する経費のうち，次に掲げるもの

とする。 

(1) 総会，定例会等の組織運営のために必要な会議室等の借り上 

げ料，資料の作成及び印刷に要する費用 

(2) 広報紙，パンフレット等の作成及び印刷並びに頒布に要する 

費用 

(3) 講演会，研修会等の開催に伴う会場使用料及び講師の謝礼に 

要する費用 

(4) 事務連絡等の通信に要する費用 

(5) 団体の運営に必要な事務に要する費用 

(6) 路線バスの利用促進に要する費用。ただし，運行経費への直

接的な補填金は補助対象としない。 

(7) その他市長が特に必要と認める費用 

 

補助限度額 補助限度額は，350 千円とする。 

ただし，事業が年度をまたがって実施される場合にあっては，その

合計が補助限度額を超えないこと。 

その他の条件 (1) 路線バス運行改善維持事業に伴い必要となる事業に限り，そ

の期間は 1年を超えないものとする。 

(2) 次に掲げる取得財産の管理等について同意すること。 

  ア 補助対象者は，補助金により取得した財産（以下「取得財

産」という。）について，善良な管理者の注意をもって管

理しなければならない。 

  イ 補助対象者は，補助金の交付を受けた年度終了後５年間

は，取得財産を補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡

し，交換し，廃棄し，貸付け又は担保に供してはならない。

運行を休止しようとする場合においても同様とする。た

だし，劣化が激しい場合や安全性を脅かす可能性がある

場合は，この限りではない。 

 

必要書類 (1) 路線バス運行改善維持事業計画書 

(2) その他市長が特に必要と認めるもの 

 

  



 
様式第 1 号（第 3 条関係） 

 

 

路線バス運行改善維持事業計画書 

 

 

運行事業者            

住 所            

代表者            

 

地域組織            

住 所            

代表者            

 

 

 

運行事業：令和 年度   地域 路線バス運行改善維持事業 

運行期間：令和 年 月 日～令和 年 月 日 

 

 

1 運行改善維持事業計画（事業計画様式第 1 号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
事業計画様式第 1 号 

 

 

 

 

運行改善維持事業計画 

 

 

１．対象路線名 

 

 

 

 

 

２．運行改善への取り組み（概要） 

 

 

 

 

 

３．運行継続目標 

 

 

 

 

 

４．目標を達成するための「乗って支える取組」 

 

 

 

 

 

 

※添付書類 

・位置図及び取組内容を示した図面 

 

 

 

 

 



 
 

 

様式第 2 号（第 4 条関係） 

 

令和 年  月  日 

（宛先）神戸市長 

（申請者）        

運行事業者         

住 所         

代表者         

 

地域組織         

住 所         

代表者         

 

 

 

路線バス運行改善維持事業認定申請書 

 

 

地域組織，運行事業者，及び貴市がそれぞれの役割分担のもと，相互に連携・協力し、〇〇地域の

生活交通の確保を図るため、路線バス運行改善維持事業を実施します。 

つきましては、路線バス運行改善維持事業計画を添えて，事業の認定を申請します。 

 

 

記 

 

１．運行事業名 

令和 年度   地域 路線バス運行改善維持事業 

 

 

２．運行期間 

令和 年 月 日～令和 年 月 日 （ か月間） 

 

 

３．添付書類 

  路線バス運行改善維持事業計画 



 

様式第 3 号（第 4 条関係） 

 

（ 公 印 省 略 ） 

神都公第   号 

令和 年 月 日 

（運行事業者） 

      様 

（地域組織） 

         様 

 

 

 

 

神戸市長          

 

 

路線バス運行改善維持事業認定（不認定）通知書 

 

 

令和 年 月 日付けで申請のあった路線バス運行改善維持事業について、次のとおり認定しまし

たので通知します。 

 

記 

 

１．運行事業名 

令和 年度   地域 路線バス運行改善維持事業 

 

２．認定条件（不認定とした理由） 

  運行事業者と地域組織において、路線バス運行改善維持に掛かる運行条件等について合意するこ

と。また、運行にあたっては地域組織とともに利用促進の取り組みを行うこと。 

 

３．その他 

 

 

 

 



 

 

様式第4号（第8条関係） 

 

補 助 金 交 付 申 請 書 

 

 

令和  年  月  日 

神 戸 市 長 久元 喜造 宛 

住  所           

会 社 名           

代表者名           

 

下記補助金の交付について,申請します。 

 

記 

 

補助事業の名称  

目 的 及 び 内 容  

補助事業の期間 
着手予定年月日   年  月  日 

完了予定年月日   年  月  日 

補 助 金 の 額 円      

算 出 の 基 礎 ・停留所箇所数（設置）：●箇所 

添 付 書 類 

 



 

別記 

 

予 算 書 

１ 収入の部 

科   目 予 算 額 摘   要 

 円  

   

   

   

計   

 

２ 支出の部 

科   目 予 算 額 摘   要 

 円  

   

   

   

計   

（注）収支の計は,それぞれ一致する。 

 

 



 

様式第5号（第9条関係） 

 

補助金交付決定通知書 

（ 公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

  

 様  

神戸市長          

 

令和 年 月 日付 第 号で申請のあった下記事業については,次のとおり交付することに

決定したので通知します。 

 

記 

 

補助事業の名称  

補助金の交付対象事業 

及びその内容等 
 

補助金の額 円      

交付の条件 

 

 

  



 

様式第6号（第9条関係） 

 

補助金不交付決定通知書 

（ 公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

 

   様 

 

神 戸 市 長     

 

令和  年  月  日付  第   号で申請のあった事業については,下記の理由により

不交付とすることに決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 不交付とした理由 

 

 

 

 



 

様式第7号（第10条関係） 

 

補助金交付決定内容変更承認申請書 

 

 

令和  年  月  日 

神 戸 市 長       宛 

住  所           

会 社 名           

代表者名           

 

令和 年 月 日付   第 号をもって交付決定のあった下記事業について,次のとおり交

付決定の内容を変更したいので,承認願いたく申請します。 

記 

補助事業の名称  

変 更 の 理 由 
 

 

補助事業の期間 

着手(予定)年月日 
（  年  月  日） 

  年  月  日 

完了(予定)年月日 
（  年  月  日） 

年  月  日 

補 助 金 の 額 
     （       円）    

            円     

算 出 の 基 礎  

添 付 書 類 

 

（注）表中,変更前の金額は上段に（ ）書き,変更後の金額は下段に記入する。  



 

別記 

 

収 支 決 算 書 

１ 収入の部 

科   目 決 算 額 摘   要 

 （       円） 

円 
 

 （       円） 

円 
 

計 
（       円） 

円 
 

 

２ 支出の部 

科   目 決 算 額 摘   要 

 （       円） 

円 
 

 （      円） 

円 
 

 （      円） 

円 
 

計 
（       円） 

円 
 

(注) １ 収支の計は，それぞれ一致する。 

２ 表中，変更前の金額は上段に（ ）書き，変更後の金額は下段に記入する。 

 

  



 

様式第8号（第10条関係） 

 

補助事業中止（廃止）承認申請書 

 

 

令和  年  月  日 

神 戸 市 長 久元 喜造 宛 

住  所           

会 社 名           

代表者名           

 

令和  年  月  日付  第   号をもって交付決定のあった下記事業について,次の

とおり中止（廃止）したいので,承認願いたく申請します。 

 

記 

 

補助事業の名称  

中止（廃止）の理由 

 

中止（廃止）の期日（期間） 令和 年 月 日（から令和 年 月 日までの間） 

 



 

様式第9号（第10条関係） 

 

補助金交付決定変更通知書 

（ 公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

 

   様 

 

神 戸 市 長    

 

令和  年  月  日付  第   号で変更申請のあった下記事業について,次のとおり

承認することに決定したので通知します。 

 

記 

 

補助事業の名称  

補助金の交付対象事業 

及びその内容等 
 

補助金の額 

当初交付決定額 円   

変更交付決定額 円   

差引交付決定額 円   

交付の条件 

 

 

 

 



 

式第10号（第10条関係） 

 

補助事業中止（廃止）承認通知書 

（ 公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

 

   様 

 

神 戸 市 長    

 

令和  年  月  日付  第   号で中止（廃止）申請のあった下記事業について,次の

とおり承認することに決定したので通知します。 

 

記 

 

補助事業の名称  

交付決定日・番号 令和  年  月  日付  第   号 

中止（廃止）の期日（期間） 令和 年 月 日（から令和 年 月 日までの間） 

 



 

様式第11号（第11条関係） 

 

補 助 事 業 実 績 報 告 書 

 

令和  年  月  日 

神 戸 市 長 久元 喜造 宛 

住  所           

会 社 名           

代表者名           

 

令和  年  月  日付  第   号で交付決定のあった下記事業について,その実績を

報告します。 

記 

 

補助事業の名称  

補助事業の期間 

着手年月日 
（    年  月  日） 

  年  月  日 

完了年月日 
（    年  月  日） 

  年  月  日 

補 助 金 の 額 
（                円）    

円     

添 付 書 類 

 

（注）交付決定内容を上段に（ ）書き,実績を下段に記入する。 

 

 

 



 

別記 

収 支 決 算 書 

１ 収入の部 

科   目 決 算 額 摘   要 

 
（         ） 
         円 

 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

計 
（         ） 

 
 

２ 支出の部 

科   目 決 算 額 摘   要 

 
（         ） 
         円 

 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

 
（         ） 

 
 

計 
（         ） 

 
 

(注) １ 収支の計は,それぞれ一致する。 

２ 表中,変更前の金額は上段に（ ）書き,変更後の金額は下段に記入する。



 

 

様式第12号（第12条関係） 

 

補 助 金 額 確 定 通 知 書 

（ 公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

 

   様 

 

神 戸 市 長   

 

令和 年 月 日付 神住交公第   号で交付決定のあった下記事業について,補助金の額を確

定したので通知します。 

 

記 

 

補助事業の名称  

補助金の確定額 円      

特 記 事 項  

 

 

 



 

 

様式第13号（第13条関係） 

 

（補助金・補助金概算払）請求書 

 

請 求 金 額 円  

補助事業の名称  

 

上記のとおり,補助金を交付されたく請求します。 

令和  年  月  日 

神 戸 市 長 久元 喜造 宛 

 

住  所 

会 社 名 

代表者名                 印 

（添付書類） 

 

 

 

 

・振込先口座 

金 融 機 関 名    銀行   支店 

預 金 種 目 １．普通 ２．当座 その他（       ） 

口 座 番 号  

口 座 名 義  

（注）口座名義は,補助対象者と同一の名義であること。 

口座名義が異なる口座への振込となる場合は,補助金受領委任状（様式第12号）を 

提出すること。 

 



 

様式第14号（第14条関係） 

 

補助金交付決定取消通知書 

（ 公 印 省 略 ） 

第         号 

令和  年  月  日 

 

  様 

 

神 戸 市 長    

 

令和  年  月  日付  第   号で交付決定した下記事業については,次のとおり交

付決定を取消したので通知します。 

 

記 

 

補助事業の名称  

補助金の額 円   

取消しの理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第15号 

 

受 領 委 任 状 

 

令和  年  月  日 

神 戸 市 長  宛 

 

（委任者）住  所 

会 社 名 

代表者名                   

 

私は，下記１受任者を代理人と定め，下記２の補助金等に係る下記３の金額の受領を委任 

します。 

記 

１．受任者 

住    所  印 

団  体  名  

代 表 者 名  

２．補助事業等の名称 

 

３．受領委任する金額 

金            円 

 

４．振込先口座 

金 融 機 関 名    銀行   支店 

預 金 種 目 １．普通 ２．当座 その他（       ） 

口 座 番 号  

口 座 名 義  

 


